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一般社団法人やまなしソーシャルイノベーションセンター 

 実証支援金交付規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、山梨県が定めたやまなしソーシャルイノベーションセンター設

置事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第１２条の規定に基づき、

一般社団法人やまなしソーシャルイノベーションセンター（以下「センター」とい

う。）が行う実証支援金（以下「支援金」という。）の交付に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

 

（交付の目的） 

第２条 多様化、複雑化する山梨県内の地域課題をビジネスの手法により効果的に解

決し、地域社会の持続的発展に寄与することを目的として、事業者が実施する実証

実験の遂行に必要な経費の一部について予算の範囲内で支援金を交付する。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、次に掲げる全ての事項に該当する者で、個人事業主または法

人とする（個人は不可）。 

（１）実証実験を的確に遂行する組織、人員等を備えていること。 

（２）実証実験を的確に遂行するに足る技術的能力及び管理能力を有すること。 

（３）法令等又は公序良俗に反していない、もしくは反する恐れがないこと。 

（４）会社更生法に係る更生手続きの申し立てや民事再生法に係る再生手続き開始の 

申し立てがなされていないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２ 

条第６号に規定する暴力団員でないこと、又は法人にあってはその役員が暴力団 

員でないこと。 

（６）採択決定までに日本国内に居住している又は居住する予定である者であるこ 

と。また、外国籍の者については、日本における滞在及び就労要件を満たしてい 

ること。 

 

（補助対象事業） 

第４条 支援金の補助対象となる事業は、次に掲げる全ての事項に該当する事業とす

る。 

（１）センターがホームページで公開している地域課題テーマに取り組むものであ 

ること。  

（２）実証実験が交付決定をした年度の２月末日までの間に完了すること。  

（３）公序良俗に反するものでないこと。  

（４）公的な資金の使途として社会通念上不適切であると判断されるもの（風俗営 

業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２１号）第 
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２条において規定する風俗営業等）でないこと。  

２ 国及び山梨県から補助金等の交付を受けている事業については、支援金の交付

対象としないものとする。 

 

（補助対象経費及び補助率） 

第５条 補助対象経費は、補助事業に必要な経費であって別表に掲げるもののうち、 

センター代表理事（以下「代表理事」という。）が必要かつ適当と認めるものとす 

る。 

 

（支援金の交付申請） 

第６条 支援金の交付を受けようとする者は、支援金交付申請書（様式第１号）に関 

係書類を添えて、別に定める日までに代表理事に提出しなければならない。 

２ 支援金の交付を受けようとする者は、前項の交付申請を行うに当たり、当該支援

金に係る消費税及び地方消費税を減額して交付申請しなければならない。 

 

（審査委員会の設置） 

第７条 代表理事は、前条第１項の規定により支援金の交付を受けようとする者から

提出された交付申請書の計画内容及び支援金交付の適否等を審査するために、審査

委員会を設置するものとする。 

 

（支援金の交付決定） 

第８条 審査委員会は、第６条により申請のあった補助対象事業を審査する。 

２ 代表理事は、支援金を交付すべきものと認めたときは交付の決定を行い、交付決

定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

 

（申請の取り下げ） 

第９条 前条第２項の規定により支援金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があるとき

は、交付決定の日から１５日以内に申請の取り下げをすることができるものとす

る。 

２ 前項の規定による申請の取り下げがあったときは、当該申請に係る支援金の交付

決定はなかったものとみなす。 

 

（事業内容又は経費の配分の変更） 
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第１０条 補助事業者は、事業計画の内容又は経費の配分の変更をしようとする場合

は、あらかじめ事業計画変更承認申請書（様式第３号）を代表理事に提出し、その

承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りでない。 

２ 前項ただし書の軽微な変更とは、次のいずれかに該当する場合をいう。 

（１）補助事業の目的の達成に変更が生じることのない事業計画の細部の変更であっ

て、支援金の増額を伴わない場合 

（２）別表に掲げる補助対象経費の区分毎に配分された額を変更しようとする場合で

あって、次のいずれかに該当する場合 

ア 各経費区分において、いずれか低い額の２０％以内の変更である場合 

イ アの規定にかかわらず、経費区分毎の増減が１０万円以内の変更である場合 

３ 代表理事は、第 1項の規定による承認を行う場合において、必要に応じ交付決定

の内容を変更し、又は条件を付すことができるものとする。 

 

（事業の休止又は廃止） 

第１１条 補助事業者は、補助事業を休止し、又は廃止しようとするときは、あらか

じめ補助事業休止（廃止）承認申請書（様式第４号）を代表理事に提出し、その承

認を受けなければならない。 

 

（事業の遅延報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込

まれるときは、補助事業遅延報告書（様式第５号）により、速やかに代表理事に報

告し、その指示を受けなければならない。 

 

（事業の遂行状況報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業の遂行状況について代表理事が報告を求めたとき

は、速やかに補助事業遂行状況報告書（様式第６号）により報告しなければならな

い。 

２ 代表理事は、前項の報告を受けたときは、報告の内容を審査するとともに、必要

に応じて現地調査を行うものとする。 

 

（事業の実績報告） 

第１４条 補助事業者は、補助事業が完了した日もしくは補助事業の廃止の承認を受

けた日から起算して３０日を経過した日、または交付決定をした年度の３月８日の

いずれか早い期日までに、補助事業実績報告書（様式第７号）を代表理事に提出し

なければならない。 
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２ 補助事業者は、前項の規定による実績報告を行うに当たり、支援金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

（支援金の額の確定） 

第１５条 代表理事は、前条の規定により実績報告書の提出があった場合には、必要

な検査を行い、補助事業の実施結果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合

すると認めたときは、交付すべき支援金の額を確定し、額の確定通知書（様式第８

号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（支援金の支払） 

第１６条 支援金は、前条の規定により交付すべき支援金の額を確定した後に、支払

を行うものとする。 

２ 補助事業者は、前項の規定により支援金の支払を受けようとするときは、支援金

請求書（様式第９号）を代表理事に提出しなければならない。 

 

（支援金の経理） 

第１７条 補助事業者は、補助事業に係る経理についての収支の事実を明確にした証

拠書類を整備し、補助事業が完了した日の属する年度（以下「補助事業完了年度」

という。）の終了後５年間保管しなければならない。 

 

（交付決定の取り消し） 

第１８条 代表理事は、第１１条の補助事業の休止又は廃止の申請があった場合及び

次に掲げる場合には、第８条の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更

することができるものとする。 

（１） 補助事業者が、法令、本交付規程又は本交付規程に基づく代表理事の処分若

しくは指示に違反した場合 

（２） 補助事業者が、支援金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（３） 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をしたこ

とが認められる場合 

（４） 交付決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する 

必要がなくなった場合 

２ 代表理事は、前項の取り消しを行った場合において、既に当該取り消しに係る部

分に対する支援金が交付されているときは、期限を定めて当該支援金の全部又は一

部の返還を命ずるものとする。 
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３ 代表理事は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号の場合を除き、その命

令に係る支援金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年１０．９５％の割

合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

 

（その他） 

第１９条 この規程で定めるもののほか、支援金の交付に関するその他の必要な事項

については、代表理事が別に定める。 

 

附 則 

１ この規程は、令和８年４月１日から施行する。 
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別表（第５条関係） 

補助対象経費 補助率 補助限度額 

報償費、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、印刷製

本費、光熱水費等）、役務費（通信運搬費、保管

料、広告料、手数料、保険料等）、委託料、使用料

及び賃借料、原材料費、知的財産権等関連経費、そ

の他実証実験の実施に要する経費 

１０／１０ ５００千円 

※消費税及び地方消費税は補助対象外 


